
第２回コウノトリ但馬空港のあり方懇話会

１．羽田直行便等、多様な路線展開を可能とする

空港機能強化の方策

(1)滑走路延長

(2)就航率向上

(3)新たな路線展開

２．需要予測の手法（考え方）
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(1)滑走路延長

１．羽田直行便等、
多様な路線展開を可能とする
空港機能強化の方策



(1)滑走路延長
但馬空港のRESA対応案

■RESA対応 期限：令和9年3月末

40m 40m

原則
90m以上

原則
90m以上

過走帯
60m

過走帯
60m滑走路 1,200m50m 50m

対
応
案

① 内側に100ｍ滑走路短縮 ⇒座席制限が生じる

② 現範囲内にｱﾚｽﾃｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑを導入 ⇒導入費、更新費が高額のため非現実的
③ 外側に100ｍ拡張(用地買収含み) ⇒約４０億円
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滑走路長毎の特徴

滑走路長 考え方 整備費 路線展開 備 考

現状
どおり

1,100m
滑走路を短縮させ
RESAを確保する。

・現滑走路のままでRESA対応が可能
・座席制限が伴う

1,200m
RESA対応のみ行う。
整備費用約40億円。
（スライド３）

・RESA対応のみでは空港の発展につながらない
・機材がプロペラ機に限定

滑走路
長を延

長
（ジェッ
ト化）

1,500m
開発中のジェット機
の普及をにらみ最低
限の滑走路長とする。

・開発中のジェット機に機材が限定されるが、開発動向
が不透明

・大規模な盛土工事が伴う

1,800m
現存するジェット機が
就航できる最低限の
滑走路長とする。

・機材が限定される（E170）
・大規模な盛土工事が伴う

2,000m
一般的なジェット機
が就航できる滑走路
長とする。

・多様な機材、航空会社が就航できる。
・大規模な盛土工事が伴う

2,500m
大型ジェット機が就
航できる滑走路長と
する。

・大型ジェット機（B777、B747等の一部）が就航できる。
・大規模な盛土工事が伴う
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滑走路長と主な就航可能機材（ジェット）
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滑走路長 就航可能機材※１ 乗客数
運航ｴｱﾗｲﾝ

（運航機数※2）
備考

1,800ｍ E170 76名
FDA（3）
J-AIR（18）

ERJ170-100STD
〃

2,000ｍ

E175 84名 FDA（１３） ERJ170-200STD

E190 95名 J-AIR（14） ERJ190STD、発動機GE CF34-10E

B737-700 136名
ANA（８）
ＡＩＲＤＯ（８）

B737-781
B737-781

B737-800 177名

ソラシドエア（13）

ＳＫＹ（26）

春秋航空（４）

B737-81D、-86N
B737-8HX、86N、8Q8、8FZ、8AL、82Y
81D、8FH
発動機CFMI CFM56-7B26E
B737-81D、８ＡＬ
発動機CFMI CFM56-7B26E

B777-200 380名 JAL（７） B777-289

A321-211 194名 ANA（４） A321ceo

A321-272N 194名 ANA（11） A321ｎｅｏ

A350-941 369名 JAL（５） 発動機RR ＴｒｅｎｔXWB-75

※１ 出典 数字でみる航空2019（カタログ値）
※２ 出典 月刊AIRLINE 2020年3月号（データは2019年12月末現在）、機材数は自社・リースの合計、数字でみる航空の発動機と一致する機材を計上



ジェット化に必要な施設
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項目 ジェット化に必要な規模・機能 現有施設規模

１．滑走路 滑走路長 1,800ｍ以上 1,200ｍ

滑走路幅 45ｍ以上 30ｍ

過走帯 60ｍ以上 60m

滑走路端安全区域 90ｍ以上 40m

ローカライザー用地 航空局と協議により決定 無し

グライドパス用地 航空局と協議により決定 無し

着陸帯幅 280ｍ以上(精密進入)
150ｍ以上（非精密進入）

ー
120m

場周道路幅 10ｍ 10m

２．エプロン 奥行き 就航予定機材やその数を考慮して設定 153ｍ

３．ターミナル 年間旅客数の見込みをもとに設定 年間旅客数
5.3万人で計画

※ 赤字は機能強化に必要な事項



空港 滑走路(m) 便数 配分状況 航空会社 使用機材

鳥取空港

（地方管理）
2,000×45 ４便⇒５便

配分決定

全日空
B737-800（166席）

／A320（180席）

石見空港

（地方管理）
2,000×45 １便⇒２便 全日空

B737-800（166席）

／A321（194席）

山形空港

（特定地方管理）
2,000×45 １便⇒２便 日本航空

ERJ190（96席）
※需要に応じて機材の大型化を検討

大館能代空港

（地方管理）
2,000×45 ２便⇒３便 全日空 B737-800（166席）

三沢空港

（共用）
3,050×45 ３便⇒４便 1年間のトライアル

運航で最終的な配
分先を決定

日本航空
2023年3月まで ERJ190（96席）

以降 B737-800（166席）

下地島空港

（地方管理）
3,000×60 ０便⇒１便 スカイマーク B737-800（166席）

佐賀空港

（地方管理）
2,000×45 ５便⇒６便 配分なし 全日空

B737-800（166席）

／A321（194席）

第2回羽田発着枠政策コンテスト選定結果概要

■各空港の諸元と提案における使用機材
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〇第2回羽田発着枠政策コンテストの評価等に関する懇談会（R2.3）で以下が決定。いずれも
2,000m以上の滑走路をもつジェット化空港。※期間：R2冬ダイヤ～R4冬ダイヤの3年間。以降
成果等を検証し、その後原則2年間の継続使用又はコンテストの再実施等を検討。



空港
滑走路長

(m)
種別

(設置管理者)

利用状況

定期便
就航先(便数/日)航空会社

H30
利用者数(人/年)

特徴的な利用

仙台(A
滑走路)

1,200 国管理 ― ― B滑走路3,000mに併設。セスナ等小型機が利用。

新潟(A
滑走路)

1,314 国管理 ― ―
B滑走路2,500mに併設。新潟空港活性化検討会議で利活用
方法を検討中（航空人材の育成、小型航空機を活用したビジ
ネスの展開等）

福井 1,200 地方管理(福井県) － －
定期便は昭和51年に運休。航空写真、遊覧飛行等の小型機
の基地や、グライダー訓練地として使用。県警及び県防災ヘリ
コプターを配備。

調布 800 その他(東京都)
大島(3)、新島(4)、神津
島(3)、三宅島(3)/NCA

100,194 伊豆諸島の空の玄関口として機能。

岡南 1,200 その他(岡山県) － 16

新岡山空港の開港に伴って小型機専用の飛行場に。H4年に
ゼネラルアビエーション空港第1号に認定。不定期航空輸送
（貸切輸送・遊覧飛行）、撮影・宣伝などの航空機使用事業が
行われているほか、岡山県警航空隊、岡山市消防航空隊が
基地として運用。

天草 1,000 その他(熊本県)
福岡(3)、熊本(1)/AMX
※他に熊本・伊丹(1)を運航

55,984
天草地域の玄関口として機能。天草観光の一翼を担う交通ア
クセスライン。

大分県央 800 その他(大分県) － 0

豊肥地区農道離着陸場として開港(H4年)。その後、大分県央
飛行場に改名(H9年)。県防災航空ヘリ「とよかぜ」の基地とし
て、防災・救急活動を行うほか、民間航空機の離発着、遊覧
飛行、農作物の輸送等に利用。

八尾(B) 1,200 その他(国交省) － 0 関西圏のゼネラルアビエーションの拠点。

但馬 1,200 その他(兵庫県) 伊丹(2)/JAC 42,220
但馬の空の玄関口として機能。西日本唯一のスカイダイビング
の拠点。広域防災拠点。
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■本土空港

※民間航空のうち定期航空運送事業（エアライン）以外のあらゆる航空活動の総称。自家用機やビジネスジェット運航、測量航空撮影、遊覧飛行事業など
NCA：新中央航空 AMX：天草エアライン JAC：日本エアコミューター

〇離島を除くと定期便が運航する空港は少なく、主にゼネラルアビエーション※や自治体の防災拠
点等として利用。

1,500m未満の滑走路の利用状況
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■離島空港

1,500m未満の滑走路の利用状況

空港
滑走路長

(m)
種別

(設置管理者)

利用状況

定期便
就航先(便数/日)航空会社

H30
利用者数(人/年)

備考

礼文 800 地方管理(北海道) ー － H21.4から供用休止（H33.3まで）

新島 800 地方管理(東京都) 調布(4)/NCA 33,481

神津島 800 〃 調布(3)/NCA 22,772

三宅島 1,200 〃 調布(3)/NCA 27,785

佐渡 890 地方管理(新潟県) ー － H26.4から供用休止

小値賀 800 地方管理(長崎県) － － H18.4から供用休止

上五島 800 〃 － － H18.4から供用休止

喜界 1,200 地方管理(鹿児島県) 鹿児島(2)、奄美(3)/JAC 88,968

沖永良部 1,350 〃
鹿児島(3)、徳之島(1)、
那覇(1)/JAC

116,829

与論 1,200 〃
鹿児島(1)、奄美(1)JAC、
那覇(1)/RAC

80,189

粟国 800 地方管理(沖縄県) － 701 H30.4から供用休止

慶良間 800 〃 － 62 H18.4から供用休止

波照間 800 〃 － 0 H19.12から供用休止

NCA：新中央航空 AMX：天草エアライン JAC：日本エアコミューター RAC：琉球エアコミューター
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(２)就航率向上

１．羽田直行便等、
多様な路線展開を可能とする
空港機能強化の方策



但馬空港 ［空港名］

［出典］国土交通省 交通政策審議会 航空分科会 第7回空港整備部会（平成14年6月）よりH10～12年度の平均値

就航率向上のための方策

■全国の本土空港でみると、下から２番目の低い就航率
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各空港年間就航率

ＩＣＡＯ勧告 95.0％
本土空港平均 97.7％
全空港平均 95.9％
離島空港平均 92.4％



2,155 

322 

197 
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現状・課題

霧で視程不良 24

航路上の天候不良 12

雪 10

強風 4

50

分
類

合計

｢但馬地域の悪天候｣欠航理由詳細(H30)

■ ｢但馬地域の悪天候｣によるものが特に多い

年度

欠航理由分類

合計但馬空港の
悪天候

機材繰り等
その他

(台風など)(うち雪が原因)

H6 94 2 4 100 

H7 174 8 6 188 

H8 96 12 10 118 

H9 74 13 20 107 

H10 103 10 4 117 

H11 86 2 4 92 

H12 74 2 4 80 

H13 76 8 8 92 

H14 50 6 0 56 

H15 68 12 4 84 

H16 88 (32) 6 24 118 

H17 96 (70) 8 5 109 

H18 44 (4) 10 8 62 

H19 89 (38) 18 6 113 

H20 42 (18) 12 8 62 

H21 72 (30) 6 2 80 

H22 94 (54) 12 0 106 

H23 124 (78) 11 10 145 

H24 80 (40) 23 4 107 

H25 94 28 6 128 

H26 108 (42) 18 16 142 

H27 76 (16) 30 8 114 

H28 98 (26) 23 4 125 

H29 105 (44) 23 8 136 

H30 50 (10) 19 24 93 

累計 2,155 (502) 322 197 2,674 

▼欠航理由の割合

但馬空港の悪天候

機材繰り等

その他



就航率向上のための方策

※現状の最低降下高
【RNAV進入時】南側進入：406ｆｔ（124m）、北側進入：427ｆｔ（130m）
【LOC進入時】南側進入：282ｆｔ（86m）

■視界不良による欠航を減少させるには、最低降下高を下げること、
又は目視距離を短くすることが必要。
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就航率向上のための方策
■精密進入の活用や進入灯により就航率向上の可能性があるものの課題もある

対応策 概要
課題等

必要着陸帯幅 必要設備

進入
方式
によ
る改
善

[非精密]
SBAS

（LPV200）

・SBAS衛星から精度の高い位置情報を取得し飛行
・地上物件の影響を緩和し、最低降下高が低下

⇒最低降下高：250ｆｔ（76m）

150mが必要
（現在120m）

－
（SBAS衛星）

[精密]
SBAS

（CAT-Ⅰ）

・SBAS衛星から精度の高い位置情報を取得し飛行
・地上物件の影響を緩和し、最低降下高が低下

⇒最低降下高：200ｆｔ（61m）

280mが必要
（現在120m）

－
（SBAS衛星）

［精密］
ILS

（CAT-Ⅰ）

・ローカライザー装置、グライドスロープ装置からの精
度の高い方位信号を利用して飛行

・地上物件の影響が緩和し、最低降下高が低下
⇒最低降下高：200ｆｔ（61m）

280mが必要
（現在120m）

グライド
スロープ

（ローカライザー、T-
DMEは設置済み）

進入灯
の設置

・滑走路手前に進入灯を設置
・着陸に必要な目視距離が短くなり、視界不良時で
も着陸できる可能性が高まる
⇒視界不良による進入復行を回避

－ 進入灯
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(３)新たな路線展開

１．羽田直行便等、
多様な路線展開を可能とする
空港機能強化の方策



■地方管理空港（本土）の路線数・便数
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地方空港の就航路線便数
〇定期便が運航する地方管理空港では、羽田へ１便以上又は羽田以外の複数の都市へ就航。

空港名 設置管理者 滑走路(m) 40km圏人口※1 H30利用者数※2 路線数・便数※3 羽田便 国際線

中標津 北海道 2,000×45 6.0万人 20.6万人 2路線4便 ○ -

紋別 北海道 2,000×45 4.5万人 7.3万人 1路線1便 ○ -

女満別 北海道 2,500×45 16.2万人 84.3万人 3路線13便 ○ -

青森 青森県 3,000×60 74.7万人 120.9万人 5路線22便 ○ ○

花巻 岩手県 2,500×45 58.8万人 48.8万人 4路線12便 - ○

大館能代 秋田県 2,000×45 28.4万人 15.6万人 1路線2便 ○ -

庄内 山形県 2,000×45 28.0万人 40.4万人 1路線4便 ○ -

福島 福島県 2,500×60 96.4万人 27.1万人 2路線5便 - -

富山 富山県 2,000×45 108.0万人 57.3万人 2路線5便 ○ ○

能登 石川県 2,000×45 16.3万人 17.2万人 1路線2便 ○ -

松本 長野県 2,000×45 93.3万人 13.8万人 3路線4便 - -

静岡 静岡県 2,500×60 150.8万人 72.7万人 7路線10便 - ○

神戸 神戸市 2,500×60 1,165.6万人 319.0万人 11路線40便 〇 -

南紀白浜 和歌山県 2,000×45 19.2万人 16.2万人 1路線3便 ○ -

鳥取 鳥取県 2,000×45 30.2万人 41.2万人 1路線5便 ○ -

出雲 島根県 2,000×45 56.0万人 103.2万人 8路線17便 ○ -

石見 島根県 2,000×45 21.4万人 15.3万人 1路線2便 ○ -

岡山 岡山県 3,000×45 169.2万人 160.3万人 3路線12便 ○ ○

佐賀 佐賀県 2,000×45 208.0万人 80.0万人 2路線6便 ○ ○

※１ 車で1時間程度の距離にある人口 ※２ 国内線＋国際線 ※３ 令和2年6月ダイヤ



発着地 航空 鉄道 合計
北海道 9 0 9 
青森県 1 7 8 
岩手県 1 0 1 
宮城県 4 0 4 
山形県 2 0 2 
茨城県 1 7 8 
栃木県 0 5 5 
埼玉県 1 10 11 
千葉県 6 17 23 
東京都 18 46 64 

神奈川県 5 33 38 
福井県 0 15 15 
岐阜県 0 5 5 
静岡県 0 13 13 
愛知県 0 128 128 
三重県 0 6 6 
滋賀県 0 28 28 

和歌山県 0 11 11 
岡山県 0 20 20 
広島県 0 27 27 
山口県 0 12 12 
愛媛県 1 3 4 
福岡県 1 7 8 
長崎県 6 2 8 
熊本県 2 1 3 
大分県 1 0 1 
宮崎県 2 0 2 

鹿児島県 4 2 6 
沖縄県 11 0 11 

■但馬・京丹後地域と全国の純流動状況

但馬・京丹後地域と全国の純流動状況
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《航空＋鉄道》

凡例

5,000人以下

5,000人～10,000人

10,000人～30,000人

30,000人～100,000人

100,000人以上

▼但馬・京丹後地域との流動数 （単位：千人/年）

資料：第6回（2015）全国幹線旅客純流動調査（国交省） 代表交通機関別流動量

但馬・京丹後

首都圏合計

航空 鉄道 合計

31 118 149

《但馬・京丹後地域》
兵庫県：豊岡市、養父市、朝来市、

香美町、新温泉町
京都府：京丹後市、与謝野町

※航空+鉄道が5千人以上または航空のみで5百人以上
の都道府県のみ抜粋

※近畿圏（京都府、大阪府、兵庫県、奈良県）内相互の移動は対象外
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■但馬・京丹後地域と全国の純流動状況

但馬・京丹後地域と全国の純流動状況

《航空》

凡例

500人以下

500人～1,000人

1,000人～3,000人

3,000人～10,000人

10,000人以上

但馬・京丹後

《但馬・京丹後地域》
兵庫県：豊岡市、養父市、朝来市、

香美町、新温泉町
京都府：京丹後市、与謝野町

資料：第6回（2015）全国幹線旅客純流動調査（国交省） 代表交通機関別流動量
※近畿圏（京都府、大阪府、兵庫県、奈良県）内相互の移動は対象外

発着地 航空
北海道 9 
青森県 1 
岩手県 1 
宮城県 4 
山形県 2 
茨城県 1 
埼玉県 1 
千葉県 6 
東京都 18 

神奈川県 5 
愛媛県 1 
福岡県 1 
長崎県 6 
熊本県 2 
大分県 1 
宮崎県 2 

鹿児島県 4 
沖縄県 11 

▼但馬・京丹後地域との流動数 （単位：千人/年）

※5百人以上の都道府県のみ抜粋
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陸路４時間圏
■航空路線新設に係る「陸路4時間」について

FDA率いる鈴与会長「陸路4時間が新規開拓の指標」（2019年12月22日 日本経済新聞より抜粋）

――新規路線の開拓でポイントとなるのは。

「数字としては、自治体間でどのくらいの移動人口があるかという県間移動の指標や、
NTT各社から（もらう）県と県の間での電話のやりとりの回数などを見極めている。最
近はビジネスも携帯電話が増え、把握しきれないところがあるが、そういった指標が
潜在需要を測る材料になる」

「最も重要なのは新幹線との競合だ。だいたい陸路で4時間というのを目安にしてい
る。静岡―東京の空路が成り立たないのは、新幹線で1時間で行けるから。それが
静岡―福岡だと新幹線で4時間少しかかる。飛行機ならば空港間で1時間半。ここま
でくるとビジネス客や子供連れの旅行客から飛行機を選んでもらえる」



花巻

仙台

青森

札幌
（丘珠）

松本

福岡

鹿児島

出雲

新潟

札幌
（新千歳）

高知
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静岡
神戸

北九州

山形

熊本

FDAの路線網

名古屋
（小牧）

資料：FDAホームページより作成

凡例
：静岡空港 発着便
：神戸空港 発着便
：名古屋（小牧）空港 発着便
：その他の空港 発着便

静岡空港 発着便

静岡 ⇔ 札幌(丘珠) ※季節運航

静岡 ⇔ 出雲 1往復/日

静岡 ⇔ 北九州 1往復/日

静岡 ⇔ 福岡 4往復/日

静岡 ⇔ 鹿児島 1往復/日

神戸空港 発着便

神戸 ⇔ 青森 1往復/日

神戸 ⇔ 松本 1往復/日

神戸 ⇔ 出雲 1往復/日

神戸 ⇔ 高知 2往復/日

名古屋（小牧）空港 発着便

名古屋（小牧） ⇔ 青森 4往復/日

名古屋（小牧） ⇔ 花巻 4往復/日

名古屋（小牧） ⇔ 山形 2往復/日

名古屋（小牧） ⇔ 新潟 1往復/日

名古屋（小牧） ⇔ 出雲 2往復/日

名古屋（小牧） ⇔ 高知 3往復/日

名古屋（小牧） ⇔ 福岡 5往復/日

名古屋（小牧） ⇔ 熊本 3往復/日

その他の空港 発着便

札幌（新千歳） ⇔ 山形 1往復/日

札幌（新千歳） ⇔ 松本 1往復/日

札幌（丘珠） ⇔ 松本 ※季節運航

仙台 ⇔ 出雲 1往復/日

福岡 ⇔ 新潟 1往復/日

福岡 ⇔ 松本 2往復/日
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※ 純流動：生活圏の区分「静岡西部」、「静岡中部」、「静岡東部」の合計、出雲は「出雲」
※ 路線利用者数は富士山静岡空港HPより

※ 純流動：名古屋は生活圏の区分「名古屋」、出雲は「出雲」
※ 路線利用者数は愛知県H.P 県営名古屋空港利用実績より

2018.3.25開設
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新規航空路線開設と新たな需要の発生状況
■新規航空路線開設による流動量の変化

《静岡-出雲航空路開設に係る地域間流動》 《名古屋(小牧)-出雲航空路開設に係る地域間流動》

《名古屋(小牧)-山形航空路開設に係る地域間流動》 《名古屋(小牧)-高知航空路開設に係る地域間流動》

人
数

(千
人

)

人
数

(千
人

)

※ 純流動：名古屋は生活圏の区分「名古屋」、山形は「山形」
※ 路線利用者数は愛知県H.P 県営名古屋空港利用実績より

※ 純流動：名古屋は生活圏の区分「名古屋」、高知は「中央」、「幡多」、「高幡」、「安芸」の合計
※ 路線利用者数は愛知県H.P 県営名古屋空港利用実績より

凡例

利用者数

純流動

2016.3.29開設

2013.3.31開設

2014.3.30開設

年度 年度

年度
年度

2016.3.27増便

2019.3.31増便

2016.3.27増便

2016.7.1増便



〇新幹線4時間以内の区間では新幹線が優位となるが、それ以上の長距離区間では航空の方が
優位となる。
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航空機分担率が優位となる距離圏

資料：旅客地域流動調査（国土交通省）より作成

区間 距離※1
新幹線 航空

シェア※2 所要時間※3 シェア 所要時間※3

東京 ～ 大阪 553km 75% 2時間30分 25% 1時間10分

東京 ～ 広島 894km 60% 4時間 40% 1時間20分

東京 ～ 福岡 1,175km 7% 5時間 93% 1時間50分

※1 JRの営業キロ ※2 平成29年度データ ※3 平均的な所要時間

■航空と新幹線の輸送シェア



但馬・京丹後地域から陸路４時間圏

23
資料：総合交通分析システム（ＮＩＴＡＳ）により、陸路での時間圏域図を作成

凡例

1時間以内

1～2時間

2～3時間

3～4時間

4時間以上

◆算定条件
《起終点》
・起点：豊岡駅、終点：各市区町村所在地
《交通手段》
・鉄道又は道路（有料道路＋一般道路）
《ネットワーク時点》
・鉄道：2016年2月、道路：2015年3月

小松

富山

名古屋（小牧）

中部国際

但馬
鳥取

出雲
米子

南紀白浜

関西国際

伊丹

神戸
岡山

広島

岩国

山口宇部

大分

松山

高松
徳島

高知

石見



但馬-伊丹路線利用者の乗継利用状況

但馬

三沢

仙台

新千歳

羽田

福岡

鹿児島

熊本

那覇

宮崎

500km

700km

1,000km

ソウル

プサン

上海

台北

ウラジオストク

順
位

空港名
利用者数

（人）
割合

１ 羽田 １４，２３３ 81.9%

２ 福岡 877 5.0%

３ 松山 476 2.7%

４ 仙台 306 1.8%

５ 宮崎 199 1.1%

６ 那覇 187 1.1%

７ 新千歳 172 1.0%

８ 鹿児島 123 0.7%

９ 三沢 123 0.7%

１０ 熊本 112 0.6%

■伊丹空港での乗継利用者数（令和元年度）

赤字：主要空港
青字：地方空港

伊丹

松山

24
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兵庫県と他地域とのつながり

《居住地域別の兵庫県に対する認知度・魅力・観光意欲》

《兵庫県への旅行者の居住地別割合》

1.8 2.3 0.6 2.2

16.8

1.2 3
7.3

40.2

10.4
5.7

8.5

0

10

20

30

40

50

〇兵庫県に対する認知度、魅力、観光意欲は、いずれの地域も高いが、訪問にはつながっていな
い。

〇但馬地域の有する観光資源と航空路線の情報をセットで提供することで誘客につながる可能性
がある。

51.2
60.4 65.7

92.6

72.3
65.7

21.7
31.7

43.8 39.4

65.1

40.4
53.9

32.9

58.2
68.8 65.7 70.0

60.9
71.0

58.8

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

北海道・東北 関東 中部 近畿 中国・四国 九州・沖縄 都道府県平均

割
合

（
%
）

割
合

（
%
）

資料：旅行年報2019（日本交通社）

資料：地域ブランド調査2019（ブランド総合研究所）

魅力的な温泉や
レジャー施設・公
園などがある

泊まりたい宿泊
施設がある

道路や交通の便
がよい

北海道・東北 16.1% 4.3% 7.4%

関東 13.5% 4.4% 10.7%

中部 18.3% 4.5% 10.6%

近畿 28.7% 16.7% 14.6%

中国・四国 16.2% 7.7% 18.3%

九州・沖縄 16.9% 12.7% 19.8%

資料：地域ブランド調査2019（ブランド総合研究所）

《兵庫県の地域資源に対する評価》

凡例

認知度

魅力

観光意欲

回答者数
全 国：30,537人（地域ごとの回答者数は平均で576人）
兵庫県：609人

評価項目

居住地

全都道府県の評価（平均値）[参考]



豊岡
東京ソウル

香港
台北

上海

マニラ

北京

1,000km

2,000km

3,000km

但馬空港の国際線開設の可能性
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機材名 航続距離

ボーイング 737-700 4,900 km

ボーイング 777-200 4,190 km

エンブラエル E170 3,450 km

エアバスA320-211 2,380 km

▼2000m級の滑走路に就航可能な主な機材

資料 数字でみる航空2019

4,000km

ハノイ

バンコク

クアラルンプール

ジャカルタ

シンガポール

デンパサール
（バリ島）

ホーチミン

ダナン

マカオ

グアム

ケアンズ

ウランバートル

ヤンゴン

ペナン

プノンペン

ノヴォシビルスク

デリー

ムンバイ

チェンナイ

コロンボ

モルディブ

カトマンズ

ヌルスルタン
（旧アスタナ）

1,326km※

※ATR機（現行使用機材）の航続距離



空港 就航先数 便数
(便/週)

国際線利用
者数(人/年)

就航先内訳

アジア 北米 中南米 ヨーロッパ 中東 アフリカ
オセアニ

ア

羽田
19ヶ国
31都市

811.5 18,164,341
10ヶ国
14都市

2ヶ国
6都市

4ヶ国
5都市

2ヶ国
2都市

1ヶ国
1都市

成田
41ヶ国

103都市
1,697.5 33,933,176

17ヶ国
47都市

2ヶ国
22都市

1ヶ国
1都市

14ヶ国
21都市

3ヶ国
4都市

1ヶ国
1都市

3ヶ国
7都市

中部
12ヶ国
27都市

358.5 6,087,842
9ヶ国

22都市
1ヶ国
3都市

2ヶ国
2都市

関空
20ヶ国
64都市

1,285.5 22,795,467
11ヶ国
49都市

1ヶ国
5都市

5ヶ国
6都市

1ヶ国
1都市

2ヶ国
3都市

伊丹

札幌
9ヶ国

18都市
207 3,857,658

7ヶ国
16都市

1ヶ国
1都市

1ヶ国
1都市

福岡
11ヶ国
17都市

378 6,918,571
10ヶ国
15都市

1ヶ国
2都市

那覇
6ヶ国

15都市
223 3,913,399

6ヶ国
15都市

27

資料 就航先・便数：2019夏ダイヤ国際定期便（3月31日～4月6日）※直行便（国土交通省航空局）
利用者数 ：空港管理状況調書 2018年度国際線利用者数（国土交通省航空局）

10都市以上 5都市以上

国内主要空港の国際線就航先
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路線設定の考え方
■就航先を設定する上での観点

１．現状でつなが
りのある地域

２．新規需要を誘
発する可能性
のある地域

３．国際線の就航
可能性のある
地域

②伊丹空港での乗継利用が多い

①但馬・京丹後地域との純流動
が多い

直行便の就航によりつなぐ

①現行機ATR42-600で対応可能

②ジェット化後に対応可能となる範囲

③その他の観点
（CIQ、乗継での展開可能性との比較）

地域ごとに、接続
する空港を１箇所
選定

直行便就航の課
題を踏まえ、海外
とのつなぎ方を検
討

一定の地域・
都道府県の
需要をまとめ
て対応
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路線設定の考え方

１．流動・利用実績の観点

①但馬・京丹後地域との純流動の多い地域

②伊丹空港での乗継利用が多い地域

純流動が多い
(10万人/年以上)

・愛知県（約13万人/年)
・東京・神奈川・茨城・埼玉・千葉（合計約15万人/年）

一定の純流動がある
（0.5～3万人程度/年）

・北海道、青森、静岡、山口、福岡、長崎、鹿児島、沖縄
・福井、三重、滋賀、和歌山、岡山、広島

乗継利用が多い ・羽田（1万4千人/年）

一定の乗継利用がある
・福岡、松山、仙台、宮崎、那覇、新千歳、鹿児島、三沢、熊本

（1千人/年未満）

首都圏、北海道、東北（青森）、中部（愛知、静岡）、九州（福岡、長崎、鹿児島）、
沖縄等を一定程度需要の見込める地域として抽出

・羽田空港を、需要の見込める空港として抽出
・福岡、松山、仙台、宮崎、那覇、新千歳、鹿児島、三沢、熊本等を
可能性のある空港として抽出
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路線設定の考え方

直行便の就航を検討する地域

２．新規需要を誘発する可能性のある地域

○潜在的な需要の見込める地域
・兵庫県への観光意欲が比較的高い

近畿、九州・沖縄、関東、中部、中四国

九州・沖縄、中部

・九州・沖縄 ⇒福岡、佐賀、熊本、
鹿児島、那覇 等

・中部 ⇒名古屋、静岡 等

・発着地の片方は、比較的人口規模の多
い地域（静岡、名古屋、神戸、札幌、仙台、
福岡）

○FDAの路線戦略を踏まえ・・・
・これまで流動の少ない地方と地方を接続
・陸路で4時間以上かかる区間
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①現行機ATR42-600で対応可能な範囲（航続距離1,326km）

路線設定の考え方

３．国際線の就航可能性のある地域

②ジェット化後に対応可能な範囲

③その他の観点（CIQ、乗継での展開可能性との比較）

韓国 ・ソウル（約750km）、プサン（約520km） 等

ロシア ・ウラジオストク（約880km） 等

中国 ・大連（約1,200km） 等

東アジア ・韓国、中国、香港、マカオ、台湾 等

東南アジア ・フィリピン、ベトナム、カンボジア、ラオス 等

その他 ・グアム、ロシア東部、モンゴル 等

ＣＩＱ（税関、出入国
管理、検疫所）

・所管する国との調整が必要であり、ある程度ボリュームがなければ常設でき
ないなどハードルが高い。

就航可能範囲
・滑走路延長しても、2,000m級の滑走路では就航先が限定的である
⇒国際線の多数就航するハブ空港と接続した乗継利用の方が、就航先の
選択肢が幅広い

国際線は、成田、関空、中部国際空港等のハブ空港等での乗継による接続を前提として検討
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観点 考え方 就航先として検討する地域 設定する空港(案)

１．現状でつな
がりのある地域

①但馬・京丹後地域との純流動が多い ・首都圏
・中部

・羽田、成田、茨城
・中部国際、小牧、静岡

・北海道
・東北
・九州
・沖縄

・札幌、丘珠
・青森
・福岡、長崎、鹿児島
・那覇

②伊丹空港での乗継利用が多い

ー

・羽田

・新千歳
・三沢、仙台
・松山
・福岡、熊本
・宮崎、鹿児島
・那覇

２．新規需要を
誘発する可能
性のある地域

直行便の就航によりつなぐ
・兵庫県への訪問意向が比較的高い
・これまで流動の少ない地方と地方を接続
・陸路で4時間以上かかる区間
・路線の一方は、比較的人口規模の多い地域

・九州・沖縄 ・福岡、佐賀、熊本、鹿児島、
那覇 等

・中部 ・中部国際、小牧、静岡 等

３．国際線の就
航可能性のあ
る地域

①現行機ATR42-600で対応可能な範囲
国際線は、成田、関空、中部国際空港等のハブ空港等での
乗継による接続を前提として検討

②ジェット化後に対応可能な範囲

③その他の観点（CIQ、乗継での展開可能性等）

路線設定の考え方
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路線設定（案）

但馬空港

首都圏

中部

南九州

北九州

沖縄

北海道

東北

四国

路線設定(案)
・北海道 ⇒ 新千歳空港

・東 北 ⇒ 仙台空港

・首都圏 ⇒ 羽田空港

・中 部 ⇒ 中部国際空港

・四 国 ⇒ 松山空港

・北九州 ⇒ 福岡空港

・南九州 ⇒ 鹿児島空港

・沖 縄 ⇒ 那覇空港
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２．需要予測の手法（考え方）



２）四段階推定法による移動目的別
旅客量予測モデル構築
（全国223ゾーン）
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需要予測の方法
■需要予測モデルによる推計（国土交通省航空局の航空需要予測モデル）

《モデル構築に使用するデータ》

■生成交通量推計モデル
・旅客地域流動調査（2015年度調査）
・国勢調査（2015年調査まで）
・国民経済計算（2015年度）

■地域別発生シェアモデル
・全国旅客純流動調査（2015年調査）
・国勢調査（2015年調査まで）
・県民経済計算（2015年度）

■旅行先選択モデル
・全国旅客純流動調査（2015年調査）

■交通機関選択モデル、航空経路選択モデル
・全国旅客純流動調査（2015年調査）
・交通サービス水準（2016年2月）

《新規路線就航時の予測条件》

・予測対象：但馬・京丹後地域の旅客
・予測年次：2030年（10年後）
・交通サービス水準：既設（2016年2月時点）

新設（設定サービス水準）
・道路ネットワーク：予測年次に併せ主要路線※2を追加

※2新名神、山陰近畿自動車道、北近畿豊岡自動車道

１）全国旅客流動の予測

①地域別発生集中量

②地域間旅客数

③交通機関別旅客数

④航空経路別旅客数

３）新規路線の需要算出

４）運航便数制約を踏まえた利用者数

《需要予測フロー》
生成交通量推計モデル

地域別発生シェアモデル

旅行先選択モデル

交通機関選択モデル
（航空分担率）

航空経路選択モデル
（航空経路利用率）

就航機材の想定

新規路線就航時の条件

ACC※1

ACC※1

※1 ACC：アクセシビリティ指標
(交通利便性を表す指標)

新規路線開通により
旅行先選択が変化

（誘発需要）

●新規路線設定にあたっては、現実的な路線設
定となるよう留意（運航収支、利用者意向による検
証）


